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大谷(司会) 本日は「日本貿易会月報」の中東特

集における座談会の開催にあたり、皆さんにお

集まりいただいた。座談会は「中東産油国との

関係強化をめざして」をテーマに開催させてい

ただく。複雑な問題を抱える中東地域において、

日本は、日本企業はどのように対応すべきか、

何ができるのか。中東の政治経済情勢を踏まえ、

イラン問題への対応や、GCC（湾岸協力会

議：バーレーン、クウェート、オマーン、カタ

ール、サウジアラビア、アラブ首長国連邦の6

ヵ国で構成）諸国との友好関係の維持、強化に

向けた課題や商社の役割等について討議した

い。

まずは自己紹介を兼ねて中東との係わりにつ

いてご紹介いただきたい。

１．中東との係わり

齊藤 外務省に入省したのが1980年で、しばら

くしてエジプト・カイロで2年間のアラビア語

研修、オックスフォード大学で1年間中東の現

代史を勉強し、その後、在サウジアラビア日本

大使館、テルアビブの在イスラエル日本大使館

で主にパレスチナ問題を見て、国連代表部で安

全保障理事会における中東関係担当、イラク・

バクダット、そしてアブダビの在アラブ首長国

連邦（UAE）日本大使館と中東は5つ目のポス

トとなる。本省でも中東と直接関係のないポス

トであっても特命で中東に係わることが多く、

中東はこれまで長きにわたり見てきた。

東 国際協力銀行（JBIC）の前身である日本

輸出入銀行の時代からエネルギー関係のファイ

ナンス業務に長く携わってきた。若いころは、

石油開発案件を担当し、アブダビ石油案件も担

当した。その後、LNG関係の担当課長として

カタールのLNG等を担当し、2001年からパリ

にエネルギー特命駐在員として赴任し、グロー

バルにエネルギーマーケットやエネルギー関連

プロジェクトの情報収集に当たっていた。最近

では、中国、インドを含めて消費国との連携と

いうことも視野に入れて活動している。私自身

は1月からUAE・ドバイに赴任して来ている

が、JBICとしては湾岸地域で初めての駐在員

事務所を今年4月にドバイに開設した。

皆木 大学時代にアラビア語を専攻し、社会人

になってからは1995年から4年間、日本の金融

機関の駐在員としてバーレーンに赴任してい
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た。その後、ロンドンに移り中東、アフリカな

どエマージングマーケット向けの貸付も担当し

てきた。その後、日本貿易振興機構（JETRO）

に移り、2年半前にドバイに赴任して来た。ち

ょうどこの2年半はドバイが劇的に変わってき

た時期であり、在留邦人の数だけを見ても、

1,000人弱から1,700人と非常に大きく変貌
へんぼう

を遂

げた。

横山 これまで海外には、米国、ドイツ、英国

で駐在を経験したが、中東は初めての赴任で今

年4月に着任した。当社は、1983年バーレーン

に現地法人を設立して中東全域を管轄していた

が、インフラが整備され企業･人・情報の集積

地として発展を続けるドバイに、昨年3月に本

社を移転した。私の商社におけるバックグラウ

ンドは物流分野で、ドバイについては昔から興

味を持っており、1990年にジェベルアリ港に視

察で来たときには砂漠に忽然
こつぜん

と現われた67バー

スの巨大な人工港に驚いたが、2005年コンテナ

取扱量では世界第9位となり、フリーゾーンに

は5,000社以上の企業が進出するとは誰も想像

だにしなかったと思う。ドバイが商業貿易都市

としてのインフラを整備し、中東ハブとしてロ

ジスティクスに力点を置きながら発展していく

姿に非常に興味を持って、仕事をしているとこ

ろである。

竹下 入社以来、エネルギー部門の仕事をして

きたので、これまで中東は、石油・ガスの仕入

先というだけの係わりであった。今年7月に初

めて、中東に駐在し、各国を回っているが、プ

ロジェクトの数の多さに驚かされている。従来

型のものもあるし、時代に対する新しいチャレ

ンジのようなものもある。原油の高価格化を背

景とした潤沢な資金力により、社会全体が加速

度的に変化しているような印象を受けている。

そういった意味でも、非常に良い時期に中東で

仕事ができると思っている。本日は、中東地域

の今後についての皆様のいろいろなご意見をぜ

ひお伺いしたいと考えている。

大谷(司会) 1969年に入社し37年間半の会社生活

を送ってきたが、そのうちの23年8ヵ月が海外

在勤で、うち17年半が欧州で、中東は6年強で

ある。89年から92年にリヤドに勤務し、2003年

5月に中東のヘッドクウォータを再開した際、6

月にロンドンから移ってきて、3年3ヵ月経った

ところである。基本的に特定商品の専門はなく、

地域戦略と拠点の運営・管理が専門分野とな

る。これまで、エネルギー、インフラプロジェ

クトから繊維製品に至るまで幅広い分野を現場

で経験してきた。
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２．日本にとっての中東産油国・産ガス国

大谷(司会) 中東産油国・産ガス国をどのように見

ているかについて伺いたい。まずマクロ的な分

析について、齊藤公使からお話しいただきたい。

齊藤 日本の原油輸入は、90％以上をこの中東

地域に依存している。一時期、輸入先の多角化

を図り60％くらいまで依存度を下げたが、再び

高い依存度に戻ってきている。日本にとってこ

の地域の重要性は、原油の安定供給源であり、

死活的な重要性のある地域である。加えて、最

近の原油高に伴いビジネスが活発化し、多くの

チャンスがこの地域にある。一方、この地域で

はニュースをにぎわすような事件も多く、不安

定な要素を内包している地域でもある。イラク

では治安が依然として定まらず、急速に改善す

る兆しは見られない。現在のもう一つの不安定

要因はイランである。日本は原油輸入の10%程

度をこの国に依存しているが、直近の問題とし

て核開発問題が生じており、これをめぐって緊

張が続いている。国連安全保障理事会での対イ

ラン経済制裁の話が仮に実行された場合、単に

ビジネスのチャンスがなくなるだけではなく、

原油の減少分をどのように手当てするかという

大きな問題が生ずる。

東 JBICとしては、この地域に対して大きく3

つの視点を持っている。1番目はわが国のエネ

ルギー資源の確保、2番目がわが国企業の国際

競争力強化へのサポート、3番目が資源保有国

との多角的関係の強化である。これら3つのポ

イントを中心に具体的な取り組みを考えている。

1番目のエネルギー資源の確保では、従来か

ら日本企業の自主開発をはじめLNGプロジェ

クトへの支援も含めて取り組んでいる。ただ最

近では、中東と日本との取引だけでなく、エネ

ルギーのサプライチェーン全体をグローバルに

とらえて、その中でのビジネス支援も視野に入

れて取り組んでいる。具体的にはカタールなど

が日本以外の国にLNGを販売する場合であっ

ても、その中で日本のビジネスが展開できるよ

うな形での支援を考えている。

2番目の国際競争力強化については、昨今の

豊富な余剰資金のある中東では、単純な輸出信

用だけでは支援にならない。より多様な金融メ

ニューが必要であり、投資金融やオマーン・ソ

ハール港のインフラ整備に適用したアンタイ

ド・ローン、あるいはボンドの保証といった総

合的、多面的な新しい支援への取り組みを始め

ている。

3番目の資源保有国との関係強化では、産油

国側が求めていることにいかに貢献していく

か、経済の多角化やインフラ整備に日本として

どのように貢献できるかという視点で、さまざ

まなリスクを分析しつつも、基本的には前のめ

りに取り組んでいく方針である。

2005年度のこの地域への融資額は、前年度の

5割増となり、国際金融業務全体の承諾額1兆円

強の中で、中東地域のシェアは44％とアジアを

抜いて初めて第1位になった。特にプロジェク

トファイナンスが増えており、大型の案件が出

てきている。この勢いは今後とも続きそうであ

り、積極的に支援していく方針である。

皆木 2005年の日本貿易統計でGCC向けの輸

出額は130億ドルで、日本全輸出額の2.18%を占

める。また2006年に入ってもかなり伸びており、

上半期は71億ドルでシェアは2.3％に増えてい

表1 日本の2005年原油輸入量 （数量ベース）

地域・国
数　量 構成比 前年比
（千kl） （％） （％）

合　　　計 245,186 100.0 100.7
中　東 221,257 90.2 102.3
サウジアラビア 71,217 29.0 119.2
アラブ首長国連邦 60,011 24.5 97.4
イラン 33,730 13.8 92.3
カタール 23,562 9.6 104.3
クウェート 18,431 7.5 104.1
オマーン 7,129 2.9 120.2
中立地帯 4,643 1.9 71.0
イラク 1,377 0.6 26.1
イエメン 1,159 0.5 371.4

その他 23,929 9.8 88.2
インドネシア 7,055 2.9 82.8
スーダン 4,613 1.9 104.8
ナイジェリア 2,764 1.1 52.0
豪州 2,027 0.8 148.7
ベトナム 1,614 0.7 114.6
ロシア 1,736 0.7 105.7
ブルネイ 1,434 0.6 100.8
中国 913 0.4 190.7

（出所）経済産業省「資源・エネルギー統計」
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る。全世界向け輸出額の伸び率がドルベースで

6％増である中、GCC向けは約18%増とかなり

増えていることが分かる。

一方、日本の輸入は、2005年の対GCC輸入

額が、755億ドルと日本全輸入額の14.55%を占

める。さらに、今年に入ってからも価格の上昇

を受けて増加基調が続いており、2006年上半期

は464億ドルと前年同期比43％増となっている。

この上半期は多少円高に振れた時期があったの

で、円ベースでは同56％増という急激な上昇を

記録した。日本全体の輸入の伸びでは、円ベー

スで同12％増、ドルベースで同23％増であった。

投資では、石油化学生産関連やエネルギー関

連の大きな投資がサウジアラビアなどで見られ

るが、アジア諸国などと比べて決定的に異なる

のは、日本企業による製造設備への投資がほと

んどない点である。石油モノカルチャーの傾向

が強いGCC諸国では、これまで労働集約的産

業は育っていないためだ。一方、ドバイを中心

にメーカーの物流拠点、営業拠点といった現地

法人開設の動きは引き続き堅調に増加してい

る。これらは主にフリーゾーンへの投資である

が、設備投資を伴っていないため、大きな資本

投下を行う必要性も乏しく、投資統計上に現わ

れない小口投資として多くが存在している。

横山 商社として中東はビジネスの観点から非

常に面白い地域だと思うが、同時に地域の健全

な発展のために貢献する良い仕事ができるか、

との視点から中東を見ている。ビジネスとして

は、資源エネルギーの開発・調達・販売、電

力・淡水化プラントや石油化学プラント関連の

プロジェクト、また最近ドバイを中心に行なわ

れているインフラ整備に関わる事業や資機材の

調達などがある。いずれも豊富な石油・ガス資

源と高油価に依存したもので、乱暴に言えばす

べて資源・エネルギー関連と言える。中東に赴

任して感じていることだが、われわれ商社が中

東の市場や資源を利用してもうけるこれまでの

ビジネス展開は、いずれ成り立たなくなるので

はないかと危惧している。中東の人にとっては、

ただでさえ商社は分かりにくい存在であり、商

社には単に資源を調達したり、ハイテク製品を

売り込むという機能だけではなく、より付加価

値のある機能があることを理解してもらう努力

がわれわれには必要ではないか。その意味で、

中東をどのように見るかではなく、中東が日本

を、商社をどのように見ているかということを、

常に意識して活動しなければならないと思って

いる。中東のビジネスでは、政府あるいは国営

企業との取引が非常に多いので、その国のため

に何ができるのかという視点を忘れないように

と社員には言っている。

表2 中東の原油埋蔵量、生産量、可採年数
確認可採埋蔵量 2004年生産量 可採年数

（億バレル） 構成比 （千バレル／日） （注3）

（注1） （％） （注2）

世　界　合　計 1,188.6 100.0 80,260 40.5
中　東 733.9 61.7 24,571 81.6
サウジアラビア 262.7 22.1 10,584 67.8
イラン 132.5 11.1 4,081 88.7
イラク 115.0 9.7 2,027 ＊
クウェート 99.0 8.3 2,424 ＊
アラブ首長国連邦 97.8 8.2 2,667 ＊
カタール 15.2 1.3 990 42.0
オマーン 5.6 0.5 785 19.4
シリア 3.2 0.3 536 16.1
イエメン 2.9 0.2 429 18.2
その他の中東諸国 0.1 0.0 48 4.6

（注）1．2004年末の確認可採埋蔵量。ガスコンデンセート、NGL（天然ガス液）
を含む

2．原油、オイルシェール、オイルサンド、NGLを含む
3．2004年末の確認可採埋蔵量より算出
＊印は可採年数が100年以上であることを示す

（資料）BP“Statistical Review of World Energy (2005)”
（出所）外務省「エネルギー基礎統計」

中東の天然ガス埋蔵量、生産量、可採年数
確認可採埋蔵量 2004年生産量 可採年数
兆立方 構成比 十億立方 （注1）

メートル （％） メートル

世　界　合　計 179.5 100.0 2,692 66.7
中　東 72.8 40.6 280 ＊
イラン 27.5 15.3 86 ＊
カタール 25.8 14.4 39 ＊
サウジアラビア 6.8 3.8 64 ＊
アラブ首長国連邦 6.1 3.4 46 ＊
イラク 3.2 1.8 － ＊
クウェート 1.6 0.9 10 ＊
オマーン 1.0 0.6 18 56.5
イエメン 0.5 0.3 － ＊
シリア 0.4 0.2 5 72.0
バーレーン 0.1 0.1 10 9.2
その他の中東諸国 0.1 0.0 3 31.7

（注）1．＊印は可採年数が100年以上であることを示す
（資料）BP“Statistical Review of World Energy（2005）”
（出所）外務省「エネルギー基礎統計」
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竹下 日本が中東をどのように見るかというこ

とと、中東が日本をどう見るかということは裏

返しかと思う。日本がエネルギー供給の大半を

中東に頼っていることは、30年前も今日もほと

んど変わっていない。中東にとっても、30年前

は、供給過剰の石油を安定的かつ大量に引き取

れる国としての日本は、最重要国の1つであっ

た。しかしながら、最近の石油の需給逼迫
ひっぱく

化、

中国・インド等の需要増により環境は大きく変

わってきている。LNGに関しても、従来は日本

のみが引き取れるような商品であったが、欧米

系企業も多くのプロジェクトに参加しており、

LNG自体もコモディティ化してきている。そう

いった意味から見ると、中東側から見た日本の

存在価値は相対的に低くなったのではないかと

思われる。

一方、中東地域には、産業の多様化、インフ

ラ整備等の事業が飛躍的に伸びてきており、コ

マーシャル的にも非常に魅力的な地域である。

日本にとっては、エネルギー供給の大半を頼っ

ている状況は変わっていないわけで、中東各国

との関係を安定化させていくことは非常に重要

な課題であり、いろいろな接点を積み上げてい

き、相互の依存度を高めていくことが一方的な

エネルギー依存の危険性を緩和できるのではな

いかと思う。

大谷(司会) 私が今、感じていることを問題提起

の形で申し上げると、第1次、第2次オイルショ

ックのとき、日本は相当焦ったかと思う。しか

しながら結果として、お金さえ出せば石油は手

当てできたというのが、70年代から80年代を通

じて日本が経験したことであった。確かに今、

竹下さんが指摘されたようにエネルギーをめぐ

る環境は大きく変わってきている。当時と今も

変わらないのは、日本の中東への依存度の高さ

であり、原油については90％、エネルギー全体

でも80％を依然として中東に依存している。脱

中東が大きなテーマとなり、さまざまな取り組

みを政府、民間が行ってきたが、結果として今

も、石油とガスの埋蔵量および生産コスト等を

考えると中東は最も大きなソースであることに

間違いはない。

欧米では中東に対する依存度は下がってお

り、特に米国は現在20％を切っている。そうし

た中で、逆に台頭してきているのが中国であり、

2005年で約40％、インドに至っては60％を中東

に依存している。BRICsが今後とも高成長を維

持するためには当然のことながら、エネルギー

の確保が大事な問題となる。ある意味では、非

常な政治力を発揮して中国もインドも中東での

プレゼンスを増やしているわけである。そうし

た中で、今後日本が従来型のお付き合いだけで

よいのかということを、横山さん、竹下さんか

らご指摘いただいたが、民間の立場でも非常に

大事な問題ではないかとの認識を持っている。

３．中東産油国におけるFTA締結の現状
と今後

大谷(司会) 今お話しした問題にも関わってくる

が、われわれ企業が中東との経済関係の強化を

図るためのツールとしてFTA（自由貿易協定）

がある。9月21、22日に東京で第1回日本・

GCCのFTA交渉が行われた。今後の展開や

FTA締結後の日系企業の事業活動への影響につ

いて討議したい。

初めに現在の状況について、齊藤公使からお

話を伺いたい。

齊藤 東京からは、記者会見の速報を受け取っ

た段階であるが、日本側もGCC側も前向きに、

特にスピーディーに交渉を行いたいと話してい

るようである。GCCとのFTAには、東南アジ

ア地域と異なり農業や労働等の難しい案件がそ

れほどないが、一方FTAを結ぶことでドラスチ

ックにビジネスの環境が良くなるということで

もないのではないか。それでは、日・GCCと

の間でFTAを結ぶことは何が重要であるかとい

うと、政府レベルでも両国関係をより良くして

いこうという意志があることを強く示すことに

あり、それがビジネスにも良い影響を与えるこ

とができるのではないかと考えている。

横山 確かに、FTAを結ぶことで大きくビジネ

ス環境が変化するとは考えにくい。一部石油化
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学を除いてGCCには大規模な製造業が存在し

ていないことから、FTAを結んだことによって

貿易が急速に拡大する、あるいは二国間貿易が

多国間貿易に発展するということはない。

GCCにとってFTAを結ぶということは、日本

政府や産業界に対して「GCCここにあり」と

いう存在感を示すという意味で重要であろう。

政府がGCCとの関係を強化するのだという強

い意志を産業界に伝えることで、人や文化のさ

らなる交流や相互依存という健全な経済関係の

発展につながっていくと思う。FTAの詳細内容

を把握していないが、投資環境等の改善にまで

踏み込んでいただければ、商社としても事業展

開での自由度が増し、大いに助かる面もあるが、

それが逆にGCC諸国の既存権益を侵すことに

つながるのも事実である。交渉が頓
とん

挫
ざ

してしま

うのが最悪のシナリオなので、まずはEUや米

国に先駆けてFTA締結を優先することが重要で

はないかと思う。

竹下 GCCと日本との関係でみると、FTA締

結は経済的な側面だけではなく、むしろ政策的

な要因が両者にとって、大きいのではないかと

思われる。したがい、FTA締結の有無により、

即時に直接的にビジネスの成果に大きな影響が

出るとは考えにくいが、日本だけが締結しない

ことで、他の締結国に比べて不利な状況になる

ということだけは避けておくべきではないか。

齊藤 GCCには共通関税5%があるので、FTA

を結ばないことで日本企業にやや不利になるこ

とがあるのかもしれない。

皆木 日本の対GCC輸出額は130億ドルで、こ

の130億ドルが現時点でどの程度の競争力を持

っているかにかかってくる。例えばUAE、オ

マーン、バーレーンの対米国FTAによる5％の

差が、日本の輸出にどの程度の影響を与えるの

か。あるいはEUとのFTAが結ばれたとき、ど

の程度の影響が生ずるか。わが国のGCC向け

輸出の55％程度が自動車であるが、おそらく現

在の競争力からするとこの影響は克服できるの

ではないかと思う。むしろ外国為替のインパク

トの方が企業にとっては深刻かもしれない。し

かし、政治・経済面でのわが国の意思として、

GCC諸国との関係強化を図りたいとのメッセ

ージを伝えることは大きな効果があると考える。

大谷(司会) もう一つの対GCC輸出の特徴は、

再輸出に回っている部分が多いことである。再

輸出の場合は、いったん関税を納税するが還付

されることになる。したがって、実際にGCC

マーケット向けにどの程度を輸出しているかに

係わってくる。

横山 物流面から見るとFTAが結ばれれば、充

実したハブ機能を備えたドバイにとっては大き

くプラスに働くと思う。日本

との関係でも一つの道筋がで

きてくるのではないか。充実

した設備と荷役能力を持った

港と投資・税制面での優遇措

置を兼ね備えたジェベル・ア

リ・フリーゾーンには、すで

に多くの日本企業が拠点を設

けているが、中東のみならず

インド、アフリカ、CISを視

野に入れたハブ拠点としての

動きがますます加速すること

は明らかである。

東 FTAが結ばれたときの金

融面での影響はあまり思いつ

表3 GCC諸国のFTA等の動向
【日本】
GCC
2006年9月21日、22日の両日、東京においてFTA第1回交渉を実施。
＊サウジアラビアとの間では、投資協定の交渉が2000年9月から中断していたが、06年4月協議再開
が表明され、06年12月第1回交渉を開催。また、合同委員会についてこれまで8回開催し、次回開
催を調整中。
＊カタールとの間では、2006年4月に合同経済委員会の設置に合意。第1回会合開催を調整中。

【豪州】
UAE
2005年3月交渉開始。
2006年中の交渉終了を目指す。
【メルコスール】
GCC
2005年5月協議開始合意。

も合意の見込み。
【中国】
GCC
2005年4月交渉開始。
【インド】
GCC
2004年8月経済協力枠組み締結。
2006年3月準備会合開催。
【シンガポール】
カタール
2004年12月交渉開始。
2005年6月合意。
クウェート
2005年1月交渉開始。
バーレーン
2004年2月事前協議開始。
UAE
2005年3月研究会開始。

【米国】
＊米国はGCC各国とのFTAを
2国間で取り組む。

バーレーン
2004年9月署名。
オマーン
2006年1月署名。
UAE
2005年3月交渉開始。
カタール
交渉開始見込み。
＊サウジアラビアとの間で二国
間投資協定の交渉を開始。

【EU】
GCC
1990年交渉開始。2002年交渉再
開。
交渉は大詰めを迎え、06年中に
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かない。質問の形になってしまうが、先般サウ

ジアラビアのペトロ・ラービグという大型石油

化学プロジェクトに住友化学が投資したが、こ

うした石油化学製品の関税問題についても、視

野に入れて議論されているのだろうか。GCC

は、石油化学の最終製品製造までの産業を持ち

たいと言っている。それが果たして品質面で競

争力があるかどうかはともかくとして、非常に

低コストで製造されるアジア向け石油化学製品

を視野に入れたとき、このFTAが何かしらの意

味を持ってくるのであろうか。

大谷(司会) 石油化学事業のマーケットは日本だ

けではない。ペトロ・ラービグは地理的な環境

を考えれば欧州も深く係わってくるであろう。

あるいは東海岸でのマーケットはアジアとなる

ので、中国の動向やASEANの動向が非常に気

になるところであろう。われわれ商社はグロー

バルに事業を展開しているので、二国間だけの

ことではなく、他国の貿易取引の動向にも目が

離せない。

横山 ASEANがうまくいったのは、地域全体

を1つの原産地とするルールができたことで、

まるで1つの工場のように各国で分業する体制

が生まれ、ASEAN地域全体に産業が急速に広

がった。GCCの場合は、大きな港はドバイにし

かないが、ドバイは人口が少ないので労働力確

保の観点からここで製造業を発展させることは

難しい。したがって、人口の多いサウジアラビ

アの製造業向けに原材料や半製品がGCC域内で

動き、出来た製品がEUなり日本に来るという物

の流れが出てくれば、1つの国と地域との間の

FTAは面白い展開を生むことができると思う。

４．活況を呈するGCC諸国の開発状況

大谷(司会) 次にGCC諸国の開発状況について

触れたい。MEED（Middle East Economic

Digest）の記事によれば、現在進行中のGCCプ

ロジェクトの総額は8,800億ドルということで

ある。その大半がインフラ整備であり、私は社

内に第2次インフラ建設ブームと宣伝している

が、それは間違いのない事実だと思う。

皆木さんからGCC諸国への日本企業の進出

状況やビジネス展開、開発状況についてお話し

いただきたい。

皆木 日本企業の進出分野は、大きくエネルギ

ー関連とその他に分けられ、その他分野がドバ

イを中心に急増している。両方の分野に言える

ことは、高い油価を背景とした地域全体の好況

ならびに各国の良好な財政状態を反映した購買

力の高さで、GCC側からのさまざまな需要が

あり、企業のビジネスチャンスも急速に拡大し

ている。エネルギー分野の新しいプロジェクト

も目白押しである。アラブ石油輸出国機構

（OAPEC）が予想する2006～2010年の5年間の

エネルギー関連プロジェクト総額は2,200億ド

ルである。

ドバイでの日本企業の進出状況は、各企業で

複数の法人を持っているところも含めて180社

あり、過去1年間で30社ほど増えており、その

半分はゼネコン、設計事務所、電設などの建設

関連企業である。過去3～4年、この日本企業の

増加基調が続いている。鉄道、モノレール、空

港、ビル開発など、近年、多くの分野で日系ゼ

ネコンの受注が活発化し、建設関連企業のドバ

イ進出が進んだことで、これら企業にとって、

周辺GCC諸国でのビジネス機会へのアクセス

も格段に容易となっている。

また、大手商社の皆さんが進められた「中東

本部機能のドバイ移転」は、その他の業界にも

伝播し始めている。ドバイがフリーゾーンなど

の外国企業進出のインセンティブを提供し、エ

ミレーツ航空の路線網拡充による交通の便の良

さは企業活動の大きな支えとなっている。一方

で、中東全体のビジネス活発化により、各日本

企業の中東ビジネス取扱量が飛躍的に拡大した

ことにより、中東の統括ファンクションを持つ

必要性が高まってきたことも事実であろう。

大谷(司会) 続いて、金融面から支援いただいて

いるJBICの東さんから、GCCではどの程度活況

を呈しているかということでお話しを伺いたい。

東 金融面から見ると、2005年のオイルダラー

全体が1,200億ドル、ストック・ベースでは、
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中東OPECの運用資産総額は8,700億ドルと言わ

れている。その大半は米国財務省証券はじめ海

外で運用されているが、第1次・第2次オイルシ

ョック時代と異なり、域内投資にも相当の資金

が向けられるようになっている。これだけの資

金があるからファイナンスは要らないのではと

も思うが、2005年にGCC諸国が調達したシン

ジケート・ローンは612億ドル、うち212億ドル

がプロジェクト・ファイナンスであった。つま

り、一方で国としての資産運用をしつつも、

個々の国営企業やプロジェクト・ベースでは資

金調達も積極的に行っている。例えば、

ADNOCは石油・ガスの増産投資のために2010

年までに200億ドルの資金調達を計画している

と聞く。石油ガス関連以外にもIWPP（発電・

造水事業）や運輸などのインフラ建設計画も数

多くあり、日本にとってのビジネスチャンスは

まだまだ増えそうだ。

５．GCCにおける商社活動の現状と
役割・期待

大谷(司会) 次に、GCCにおける商社活動の現

状と役割・期待についてお話しいただきたい。

まず横山さんからご発言をお願いしたい。

横山 GCC諸国には豊富な天然資源があり、

潤沢な資金もあるが、残念ながら人材が少なく、

技術力に乏しい。したがい、われわれ商社がこ

の地域で長く根を張って仕事をしていくにあた

り、幅広い分野での人材育成と技術移転で積極

的に協力していくべきと思っている。これは直

接企業収益に結びつくわけではないので、社内

を含めて関係者の理解と協力を得なければ実現

は難しい。そのためにも、まずは日本のより多

くの人に中東のことを知ってもらうという地道

な努力が必要であり、駐在しているわれわれは

幅広い分野の関係者に中東の良さをアピールす

ることも重要だと思っている。

竹下 中東専門誌の報告によると、湾岸諸国の

向こう5年間の投資計画総額が1兆ドルを超えた

と言われている。この計画を財源的に担保する

のは、原油・ガスによる収入であり、原油の高

価格安定化を考えると当面は大丈夫であろうと

思われる。各国がめざしているのは、脱石油で

あり雇用問題への対応であり、そのための地場

（出所）ブレーントラスト社「ブレーンズ」2006.6.14号

表4 中東産油国における大手商社の主要海外プラント・海外工事の成約案件（2005年度）

国名・社名 案件名 金額 提携メーカー 方式
【アラブ首長国連邦】
三菱商事 ドバイ　メトロプロジェクト 2,650 三菱重工業、大成建設 主契約
三菱商事 UAE ガスコ向けLNG-3用回転機 14 三菱重工業 主契約
丸紅 モノレールシステム 400 日立製作所、日本信号、オムロンほか 主契約
双日 変電所設備 15 日本AEパワーシステムズ 主契約
【サウジアラビア】
三菱商事 プロパンデハイドレードプラント用コンプレッサー 24 三菱重工業 主契約
三菱商事 アラムコ・クルサニア原油処理設備用ガスタービン発電機 53 三菱重工業 主契約
丸紅 リヤドセメント向け年産160万トンセメントプラント 192 Sinoma International 代　行
丸紅 カシムセメント向け日産4500トンセメントプラント増設 660 Sinoma International 代　行
住友商事 クルサニヤ通信プロジェクト 40 ABB、RGC、ICC 主契約
【カタール】
三菱商事 カタールガスプロジェクト用機器 78 三菱重工業、アルファバル 主契約
丸紅 カタール液化天然ガス（Ⅱ）向けLNG Tank 170 石川島播磨重工業 代　行
丸紅 カタールガスⅡ向けLNG Tank 290 石川島播磨重工業 代　行
丸紅 ドーハ西下水処理場 300 Degremont 主契約
丸紅 Lusail下水案件 210 Degremont、Mushrif 主契約
【バーレーン】
住友商事 バーレーン電水省向け150MVA変圧器 20 日本AEパワーシステムズ 主契約
住友商事 バーレーン電水省向けGIS他付帯設備一式 35 日本AEパワーシステムズ 主契約
【イラン】
丸紅 Irankhdro Rail Industries向け気動車120両 160 Rotem 主契約
伊藤忠商事 アサリューエHDPEプラント 200 三井造船 主契約
【イラク】
住友商事 イラク南北基幹通信網整備 68 NEC 主契約
住友商事 バグダッド市浄水設備計画 52 神鋼環境ソリューション 主契約

（1件10億円以上、単位：億円）
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産業の育成である。それぞれ、簡単ではない課

題であるが、現在進められている事業の民営化

を通じ、国際的に競争力のある技術移転を時間

がかかっても地道に積み上げていくことが、一

つの切り口ではないかと考えている。

大谷(司会) 中東、GCCにおける商社活動の現

状は、トラディショナルなフローの部分でまだ

まだ商社が力を発揮している部分が多数ある。

従来はフロー中心に活動してきたが、GCCが

期待しているさまざまな課題に応えていくため

には、これからはストックである。三井物産、

丸紅もかなり前からエネルギー分野を中心にそ

のような方向でさまざま戦略を作られているか

と思うが、やはりそこがキーワードになるかと

感じている。それを実現していくために最も大

事なことは、“Human Resource Development”

（人材開発）ということであるが、これは最後

にお話しさせていただきたいと思う。

６．脱石油経済の確立に成功したドバイ
の開発戦略と今後の課題

大谷(司会) 本日の座談会は中東産油国全体の話

ではあるが、いつまでも中東に石油があるわけ

ではなく、国によっては近い将来枯渇するとみ

られているところもある。そこで、脱石油経済

の確立に成功したドバイについて触れてみた

い。まず、マクロを見られている皆木さんから

ドバイの開発戦略等についてお話しいただきた

い。

皆木 ドバイという都市、というよりも会社と

言った方が良いかと思うが、株式会社ドバイを

どのように管理していくかということを、ドバ

イ王室・マクトゥームファミリーはかなり昔か

ら考えていた。50年前にクリークの浚渫
しゅんせつ

工事を

したときから、この町は貿易立国をめざすと前

首長のシェイク・ラーシド氏が打ち出し、今で

もそれが受け継がれている。ジェベルアリ港は、

中東において無敵の巨大港となっており、この

港に隣接させる形で、ジェベル・アリ・フリー

ゾーンが設置され、現在ここに5,500社の企業

が入っている。ドバイは、貿易をベースに今で

も確実にこれからも大きくなろうとしている。

この貿易をベースとする株式会社ドバイにプラ

スアルファの要因として加わったのが、90年代

の後半からの観光事業であり、今も巨大開発が

進められている。これはドバイが戦略的に行っ

たことではあるが、2000年以降の原油価格上昇

基調の中で、原油売却代金のフローが大きく変

わったことも影響した。この流れにうまくドバ

イが乗り、周辺国の資金を吸収する受け皿をこ

の国に作った。株式会社ドバイは、対外的な広

報が非常にうまい。もう1つ、これからの成功

に向けて着々と動いている点は、大型不動産開

発ばかりが世界的にマスコミの目には止まりや

すいが、外資企業誘致の観点でもさまざまな試

みが行われている。例えば、ドバイ・マルチ・

コモディティーズ・センターという市況商品用

のフリーゾーンを設けているが、ここもすでに

多くの企業が登録しており、着々とドバイの商

品市場形成を行っている。年末には、中東初の

原油先物市場となるドバイ・マーカンタイル・

エクスチェンジが、NYMEXとドバイ政府の均

等出資で売買を開始する。ここにおいても、取

表5 ドバイ　ジェベル･アリ･フリーゾーン
（JAFZ）進出企業数

国名
企業数

増減
2005年5月24日 2006年5月31日

イラク 673 954 281

アラブ首長国連邦 609 856 247

インド 530 627 97

イラン 412 452 40

英国 367 389 22

米国 195 230 35

ドイツ 139 170 31

パキスタン 104 115 11

日本 85 98 13

英領バージン諸島 84 96 12

ヨルダン 85 93 8

フランス 78 91 13

カナダ 78 89 11

サウジアラビア 77 83 6

レバノン 59 75 16

エジプト 70 74 4

オランダ 48 62 14

スイス 53 60 7

シンガポール 49 57 8

中国 46 57 11

トルコ 40 55 15

合計（その他含む） 4,578 5,588 1,010
（注）2006年の総企業数、中国企業数はJAFZAより個別聴取

2005年、ジェベル･アリ･フリーゾーン庁（JAFZA）提供データ
2006年、JAFZAホームページの会社検索からJETRO集計

（出所）JETRO

（単位：社）
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引業者を含めてマーケット参加者が集まる仕組

みを作ろうとしている。金融フリーゾーンであ

るドバイ国際金融センター（DIFC）はこの先

鞭となるが、どのような金融市場を形成するか

未知数ではあるものの、新しく外資を呼ぶ試み

は、いまだに全く手綱が緩められておらず、大

変評価される。

齊藤 皆木さんのお話から、マクトゥームファ

ミリーの非常に英邁
えいまい

なグランドデザインがある

ことは分かるが、一方周辺産油国の余剰資金任

せの危ういところもあるかと思う。今、周辺の

産油国は高油価の追い風を受けてさまざまなプ

ロジェクトを立ち上げ、かつ石油の生産量も増

やして取り組んでいる。しかし、これは今後中

国やインド等の石油需要が増え続けていくこと

が前提となっており、インド、特に中国の高経

済成長がこのまま続き、供給がこのまま伸びて

いくのかという問題があるのではないか。また、

ドバイ固有の問題として水や電気という基礎イ

ンフラの整備が高成長に追い着いていないので

はないかとの懸念もある。今年夏には、アブダ

ビから不足分の電力購入が始まっている。そう

は言いながらも、これだけユニークな夢がある

ことも事実であるので、このまま何とかうまく

成長していければよいと思う。もう一つ、あえ

て懸念を指摘すれば、セキュリティ面の課題が

ある。ドバイがこれだけ発展するためには、人

の自由な出入りが重要となる。しか

し、周りに緊張を抱える国々があり、

望ましくない人の出入りを拒否でき

ないことから、トラブルに巻き込ま

れることが懸念される。

東 ドバイを訪問される方々に、ま

ずドバイはバブルかと聞かれるが、

銀行家から見れば明らかにバブルで

ある。計画中の不動産がすべてでき

あがってエンドユーザーに渡るとす

れば、人口は倍にならないと、かつ相

当購買力のある人口層が増えなけれ

ば、明らかに不動産不況は訪れるで

あろう。これだけのマンション、ホテ

ルを建ててどうするのかと思うが、歴史上この

ようなことがなかったかと言うと、例えば日本

でも平安遷都など強力な権力の下に都を作った

例がないわけではない。日本的にはバブルであ

るが、今、このドバイが歴史上の通過点にある

とすれば、この状態はかなり続くかもしれない。

また、もう1つ注視していることがある。仮

にイランへの金融制裁が発動された場合、思わ

ぬところでドバイに影響が出るかもしれない。

イランはドバイの最大の再輸出国であり、相当

のイランマネーが流れ込んでいる。金融制裁が

発動されドバイの銀行に米国の関心が寄せられ

るようになると、この動きを嫌って他の国の資

金も外に出て行ってしまう可能性もある。

横山 私は割りと楽観的に考えている。砂漠に

住んでいる人たちは昔からオアシスを求めて移

動していたが、ドバイはまさに現代の中東のオ

アシスだと思う。湾岸諸国の裕福な人達はドバ

イに休暇で遊びに来たり、別荘を持ったりする

傾向が強まっている。そして、その動きはイン

ドやイランにも広がり、さらに欧州やロシアの

人々も降り注ぐ太陽を求めてドバイにやって来

る。今後とも環境、治安、医療、サービス等の

水準を高く保ち続けることができれば、それな

りに今の状況は続くのではないかと思う。もち

ろん長期にわたる開発資金確保の問題はあろう

が、アジア通貨危機のような形にはならないで

ドバイ・マリーナ近辺の開発状況
クリークの上側に見えるのがドバイとアブダビを結ぶSheikh Zayed Rd.で
工事中のJumeirah Lake Towersを望む
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あろうとの楽観的な感じを持っている。

竹下 この地域の物流については、ドバイは何

十年もかけて他国に先駆け、必要とされるファ

ンクションを積み重ね、ジェベルアリ港やフリ

ーゾーンを成立させてきた。極めて、正統な進

め方であった。それに比べると、現在進められ

ている開発戦略は過去にはないものであり、や

や拙速ではないかとも感じられる。しかしなが

ら、現地の人達は非常に自信を持っており時代

へのチャレンジであると認識しており、それが

われわれにも大きな夢に見えるのではないか。

もう一つの懸念は、従来ドバイの特徴は国際的

に競争力のあるコストで、国際的に競争力のあ

るサービスを提供するということがコンセプト

であった。ここにきて、コスト上昇の要因が多

いという部分が若干気になるところであり、ド

バイ独自の魅力がなくなるのではないかという

ことが懸念される。

齊藤 今年1月に連邦副大統領ならびに連邦首

相がドバイのムハンマド首長に交代してから同

首長はドバイ式の経営を連邦政府に導入して、

連邦政府の財政立て直しを図っているようで、

特に労働許可証等の外国人が係わる分野の手数

料等が矢継ぎ早に大幅値上げされている。単純

にインフレ圧力だけのコストアップだけでなく、

連邦政府によるコストアップも生じている。

７．中東産油国とともに発展するために
日本は何ができるのか

大谷(司会) 中東産油国は、日本にとって大変重

要な地域であり、ウィン・ウィンの関係で今後

ともさらに発展していくためには、日本は何を

すべきか、何ができるのかをテーマに討議した

い。齊藤公使からご発言いただきたい。

齊藤 この地域は、人材育成および技術移転の

ニーズが高い。やはりこのニーズに日本が応え

ていくことが、この地域との関係をより一層強

化するうえで一番重要なポイントになる。ただ、

日本のODA対象国からほとんどの産油国は卒

業しているので、政府が応えるにはなかなか厳

しい状況にある。そのような中で、ODAを使

わずに何か取り組むことはできないかと研究し

ているところである。また、政府としては、例

えばUAEに関しては、これまでの宿題を解消

することに取り組んでおり、11月には長年の懸

案であった二重課税防止条約の交渉が始まる。

FTAについても、9月にGCCとの間で交渉が開

始されたのはご承知のとおりである。しかしな

がら、産油国側の望むことは多いものの、日本

側のできることは少ないことから、官民ともに

悩ましい問題となっているのではないか。

また、この地域の国々では、世代交代が起き

ており、若い世代はスピーディーな行動、結果

を強く求める傾向があり、日本的な石橋をたた

いて渡るアプローチでは先方が満足しないの

で、そこはよく考えていかなければいけないと

感じている。

東 中東産油国をひとくくりで見るのではな

く、大きな人口を抱えているサウジアラビア、

あるいはイラン、イラク、都市型国家、そして

その他と分けて考えた方が良いように思われ

る。サウジアラビアでは、若年失業者の問題は

相当深刻で、教育をはじめ相当なお金をかけな

ければならないという中で、長期的に見てかな

り正念場にきているように見受けられる。その

ような中、サウジアラビアでは、日本的に言え

ば産業政策というものにようやく着手し始めた

ようである。ただ、正直どうしたらいいのかよ

く分からないということで、日本に期待してい

るようである。彼らが言う「もっと投資を」と

いう意味は、人材開発、技術移転を含めて、む

しろこれらを中心にして事業パートナーとして

投資してくれという意味であろう。これに対し

て、日本に必要なのは、どのようにこの産業立

地や人材教育をすればよいのかを提示していく

構想力、プレゼンテーション能力であり、日本

が本来得意とする分野について、地に足のつい

た分析をしてプレゼンテーションしていくこと

であろう。サウジアラビアでダウンストリーム

のトレーニングセンターを作ることに三菱商事

が協力している。まさに人材作りのところに協

力するものであるが、興味深かったことは、プ
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ラスチック成型の金型技術の指導者がこの10年

で日本に少なくなってしまったことから、日本

が技術移転した先の東南アジアの技術指導者を

サウジに招くことを、日本がアレンジしている

と聞いた。いわば日本と中東の点と点の関係か

ら、アジアと中東という面と面の発想で日本の

貢献を考えられている。私どもも資金を貸し出

すことが本業ではあるが、FSなどでの支援も充

実させていきたいと考えている。中東産油国は、

いわば「高所得発展途上国」である。ODAが使

えない高所得発展途上国への支援プログラムの

作成は非常に難しいが、民間でいろいろと考え

られている中、パブリックセクターとしてODA

ではない形の支援策をJETROやわれわれがさら

に一工夫、二工夫して、皆で連携して考えてい

く必要があるのではないかと思っている。

私どもは、11月22日に、ドバイにおいて大使

館ならびにJETROのご協力をいただき、日本

からのビジネストップリーダーの方々、GCC

の方々をお招きして、「GCC－JAPANのビジネ

スパートナーシップ」をテーマにシンポジウム

を開催する予定である。このシンポジウムが何

かしらの貢献につながればと思っている。

皆木 高所得発展途上国とも言える湾岸産油国

では、JETROが通常ODA諸国に行っているよ

うな支援事業ツールは使えない。よって、

JETROの活動は、わが国民間企業の対産油国

ビジネス活性化を通じた両者間の経済関係基盤

の重層化に重点を置いている。

新たなビジネス機会を求めてJETRO事務所

を訪問される日本企業は多いが、欧米・アジア

の企業の動きと比べると、現実として中東をビ

ジネス・ターゲットとしていない日本の業界、

企業が多いことも事実である。よって、中東の

認知度を上げるという観点から、いかに多くの

企業の目を中東に向けてもらうかという取り組

みを政府機関として行っていきたいと思ってい

る。その1つとして、昨年ドバイ・大阪経済パ

ートナーシップフォーラムをサポートした。ド

バイ政府関係者70名程度が訪日し、相互経済交

流という点だけ見ても十分成果はあったと考え

ている。これに続き、来年4月には東京で

UAE・日本ビジネスフォーラムを開催する予

定である。また来年1月にはアブダビの環境展

示会に大規模な出展を行う。日本からビジネス

を活性化させるための戦略的なプランなり、オ

プションをどんどんぶつけていき、各方面での

ビジネス・リレーションを構築していくことが

必要であると考えている。

日本全体の視点から言うと、今後日本は人口

が減少していき、日本一国だけを見れば経済が

縮小していく可能性がある。一方で、日本はこ

れまでアジア諸国の発展に技術移転等を通じて

支援を行ってきた。さらにこれからも世界経済、

日本経済の発展のためにも中国等の安定的発展

を支援していく必要がある。東アジア全体を面

の中でバックアップしていき、それが中国の安

定にもつながり、結果として石油の安定供給先

として発展する中国を望む中東産油国から、日

本のバックアップが感謝されるという地域対地

域の係わり合いを形成していかなければならな

いというのが、当JETRO渡辺理事長が常々言

っていることである。

横山 最近、仕事の関係でエネルギー大臣にお

会いした際、エネルギーでは十分協力が進んで

いるが、それ以外に何ができるのかとのお話が

あった。商社が戦後復興の中で活躍してきたこ

とを知っているし、日本のある面では基幹産業

であることも承知している。また、メーカーの

ように物を直接作るわけではないが、人と人と

のつながりやグローバルなビジネスネットワー

クで伸びていることを承知している。あなた達

ができなくても、あなた達の持っているネット

ワークを使って良いものや良い技術を自分たち

の国に持ってきて国造りに貢献してもらえない

かと言われていると理解した。資源の確保に奔

走するだけでない何か違った面を出すことが、

われわれ商社の役目であるだろう。商売上で政

府との接点がこれだけ多い地域は世界でも少な

いと思う。もちろんわれわれは民間であるので、

国によって当社との関係が希薄な国もあるし、

ものすごく深く関わっている国もある。やはり
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深く関わりお世話になっている国に対しては、

企業としてその国造りに貢献するためにすべき

ことはしよう。それがたとえ利益につながらな

くとも行うべきであると思う。その中で、日本

が一歩先に進んでいる分野で貢献できること

は、人材教育、環境問題への対応、日本の持っ

ている良い技術の導入だと思う。すべてできる

わけではないが、このうちの1つでも2つでも何

か具体的な形にすることが重要であり、これか

らの役目であろう。こうした活動が中東におけ

る日本の価値を高めるであろうし、日本企業の

価値を高めるものと思っている。

竹下 今、日本が中東産油国側の期待になかな

か明快な答えを出せないのは、経済性を考えた

場合に双方の意向が一致していないからではな

いか。人口の少ない産油国に、労働集約型の産

業を誘致しても、経済原則には合わない。短期

的には、なんとかなるかもしれないが、国際競

争力、経済原則を無視した計画はいずれ破綻し、

双方にとって不幸な状況となる。湾岸産油国に

とっては、やはり、石油・ガスをベースとした

産業が最も競争力があり、存在感があるわけで、

その部分に特化していくことが本筋ではないか

と思われる。原油・ガスを売ることから、石油

製品・石化製品の販売、さらには競争力のある

電力を利用したアルミ製品の輸出等の多様化に

より、中東産油国のプレゼンスを高めることは

十分可能である。当然ながら、このような計画

を進めていくうえでの、基礎になる電力・造水

等のインフラ部門の整備も必要となるわけで、

このような事業に技術移転・人材育成をどのよ

うに組み合わせ、提案・実行していくかという

ことが、われわれに対する期待ではないかと考

えている。

大谷(司会) 最後に私の方から3点述べさせてい

ただく。1つは、着任以来3年強にわたりこの地

域を見るに、欧州や中国、インドを含めたアジ

アとの首脳外交が大変盛んになっている。日本

政府にも最近相当力を入れていただいている

が、政治日程等の関係からなかなかトップに来

ていただけない。この地域は、基本的には王室

を中心とした政治体制が形成されているところ

であり、国民の間に王室に対する疑問はなく、

尊敬の対象である。そのような観点から見ると、

世界最古の歴史を誇る日本の皇室に対する尊敬

の念も強いので、ぜひ皇室の交流をさらに盛ん

にしていただきたい。2つ目に、本日の議題に

は上がらなかったが、GCCでは、さまざまな

企業誘致の競争を行っているのと同時に、世界

一流大学の誘致合戦が行われている。日本は、

大学設置法などさまざまな規制から、第2キャ

ンパスをこの地域に作っても日本と同じ卒業資

格が与えられない。米国、欧州の名だたる大学

が、今、ドバイ、アブダビ、ドーハに新たなキ

ャンパスを設けていて、そこで卒業資格を与え

る。当然のことながら、自分が学んだ大学の所

在する国への愛着は深まっていくものと思うの

で、日本もこれに遅れずにどこかの大学に出て

きていただきたい。これは、一大学では難しい

と思うので、国を挙げて取り組んでもらいたい。

3つ目は、大変意外ではあるが、産油国が日本

に強く求めているのは、環境、省エネの切り口

での技術移転を含めた投資である。あるいは、

サウジアラビアを中心に若年層の失業問題が大

きな社会問題となっている国では、雇用の創出

を求めている。単に事業投資を行うのではなく、

非常にハードルは高いが、現地の若者を雇って

彼らを教育しなければならない。私どもが行っ

ているプロジェクトは、2年制の短大の資格に

相当するが、年間300人、英語のできない高等

学校の卒業生を入学させて、英語の教育から始

める。人づくりとは、相当の長期的な足がかり

で行っていかなくてはならないので、われわれ

も相当の労力を裂いている。われわれの利益を

度外視した形でも取り組まなくてはならないこ

とは、ある程度行わなければならないと感じて

いる。引き続き、皆さんのご理解とご協力をお

願いいたしたい。

本日はお忙しい中、長時間にわたりご参加い

ただきありがとうございました。

（9月26日

三菱商事㈱中東総代表オフィスにて開催）
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